
1 
 

一般社団法人  国際建設技術協会 ワークショップ開催報告  2013年3月27日  

 

第２回日ミャンマー防災・水資源管理ワークショップ開催支援 
Support for 2nd Myanmar-Japan Joint Workshop on Water Related Disaster Mitigation and Water Resources Management 

 

主催  
国土交通省  
ミャンマー連邦共和国社会福祉救済復興省  

開催日 2013年1月22日（火）  

参加者  

【日本側】  
 国土交通省、気象庁、水資源機構、  

日本ダム協会、民間企業  ほか  
【南ア側】  

社会福祉救済復興省、運輸省 ほか  

開催地 ミャンマー連邦共和国 ネピドー  

会場  ティンガハ・ホテル  

会議の  
目的  

両国における防災および水資源管理に係る取組について情報交換を行うとともに、ミャンマーに

おける今後の協力について意見交換を行うことにより、一層の協力関係を推進する。  

 

1. はじめに 

本ワークショップにおいては、ミャンマー政府の高い関心のもと、我が国の防災・水資源管

理に係る技術や政策が紹介されるとともに、これらに関するミャンマーの取り組みについて情

報交換が行われた。また両国参加者による活発な議論が行われ、我が国の技術や経験に対する

ミャンマー側の理解を深められ、両国の協力関係が一層強化された。 

会議の冒頭では、ミャンマー社会福祉救済復興省ミャッ・ミャッ・オン･キン大臣より開発の

ための防災の重要性について言及があるとともに、本ワークショップ開催への感謝の意が示さ

れた。また、国土交通省安田国際建設管理官より、本ワークショップをきっかけに防災分野で

の協力関係が深まり、国の安定的な発展のために不可欠な災害対策が進展することを希望する

旨の発言があった。 

 

  

 
 

 

 
 

 

   
ミャッ・ミャッ・オン･キン大臣の挨拶     安田国際建設管理官の挨拶 

（2013年1月22日 IDI撮影） 

2. ミャンマー側発表内容 

＜社会福祉救済復興省＞（災害発生後の応急対応や防災を担当） 

・ミャンマーで発生する災害の概要が説明された。 
・災害対応を担当する各機関の紹介やリスク軽減のためのガイドラインの説明が行われた。 

・今後の取り組みとして、早期予警報体制の強化や気候変動への対応の重要性が説明された。 
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・サイクロンや水害による被害軽減のためには、日本、ミャンマー両国の経験、知識を共有

することが重要であると強調された。 
＜運輸省気象水文局＞（気象・水文観測を担当） 

・気象水文局の組織概要、ミャンマーにおける河川水位の予測方法や洪水予警報の伝達方法

が紹介された。 
・2012 年の洪水予警報の発出事例や水位の観測状況について説明があった。 

・今後の取り組みについて、高潮の予測プロジェクト、沿岸部でのリスク軽減対策、早期警

報に関する能力向上が説明された。 
・河川水位予測の精度などの課題が説明され、協力ニーズが示された。 

＜農業灌漑省＞（灌漑及びダム建設・管理を担当） 

・ミャンマーにおけるダムの点検・管理のポイントや点検・監査結果の報告方法について紹

介があった。 

・ダムの維持管理で使用する観測機器について、浸透観測パイプ、ピエゾメーター（流体圧

観測器）、地下水観測井戸などが説明された。 
・ダムの点検・維持管理について、日本の技術を学びたいとの発言があった。 

＜運輸省水資源河川系開発局＞（河川航路維持、河岸維持を担当） 

・Chindwin 川における河床変動のモニタリング結果や、Monwya 川で施工された水制につ

いて説明があった。 

・ミャンマーでは、Ayeyarwady 川やChindwin 川など一部の河川でマスタープランが作成さ

れているのみであり、河川管理に関して改善が求められていることが説明された。 
・洪水対策や航路維持には河床管理が重要であることが説明され、協力ニーズが示された。 

 

3. 日本側発表内容 

＜国土交通省総合政策局＞ 

・日本の防災に関する法制度や防災情報の伝達システムが紹介された。 
・法制度の運用に当たっては、各機関の役割分担の明確化、被害者に対する迅速・公平な支

援の提供などが重要であることが説明された。 

・災害情報システムとして、雨量、水位など洪水に関する情報の収集と提供が行われ、その

例としてCCTV による映像の収集、テレビ放送を通じた情報の発信が紹介された。 

・大災害時に起きる事態の想定を十分行うこと、開発に伴う災害リスクの増大を抑制するこ

と、迅速な対応を行える防災組織を構築すること、事態関係者間での情報共有の重要性な

どが説明された。 

＜気象庁＞ 

・日本における降雨観測手法について、雨量計やレーダーを用いた観測が紹介され、観測さ

れたデータの品質管理の重要性が説明された。 

・警報等を発表する基準として用いている指標や、河川の洪水警報・注意報を気象庁、国土

交通省、自治体が共同して発表していることが説明された。 
・具体的な洪水警報・注意報等の発表事例について紹介された。 

＜日本無線株式会社＞ 

・水災害による被害軽減のためには、正確な降雨・水位観測データの収集と的確な予警報の

発出が必要であることが説明された。 
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・X バンドMP レーダーによって正確な雨量観測が可能となること、最新技術として高い信

頼性を有し長寿命化・低コスト化されたSolid-state レーダーが紹介された。 
・日本無線として、今後も機器の改良などにより将来計画策定への貢献に取り組んでいくこ

とが説明された。 

＜（独）水資源機構＞ 
・アースダムを対象とした安全管理手法（沈下変位の計測、漏水観測、ダム堤体の安定評価）、

およびその結果に対する評価の考え方について紹介された。 

・ロックフィルダムの点検手法および点検結果や、地震発生後の各種機器の点検について今

後の取り組みや考え方が紹介された。 

＜（財）日本ダム協会＞ 

・日本におけるダム建設の歴史、ダムの目的や施工技術に関して、個別のダムを紹介ししつ

つ説明された。 

・洪水防御、水資源開発、灌漑用水確保、発電などの目的を兼ね備えた多目的ダムについて

紹介が行われた。 
・ダムの施工技術について、RCD（Roller Compacted Dam Method）や、より短期間で安価

に施工できるTrapezoidal CSG (Cement Sand Gravity) Dam について、施工方法および施

工事例が紹介された。 

 

 ワークショップ参加者集合写真（2013年1月22日 IDI撮影） 

4. まとめ 

閉会にあたりミャンマー運輸省水資源河川系開発局Sein Tun 課長より、本日のプレゼンテー

ションや意見交換を今後の防災対策に役立てていきたい旨の発言があった。また、国土交通省

安田国際建設管理官より、今回のワークショップにより相互の取組や課題について議論ができ

たことや、両国間の防災分野での協力関係を官民ともに築けたことについて発言があった。 

 

参照資料  
■ 国土交通省報道発表資料「第2回日ミャンマー防災・水資源管理ワークショップ」の結果概要について

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo07_hh_000232.html 

【文責：研究第二部  伊丹  由紀子】  


